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単身世帯が与える地方財政への影響	


拓殖大学浅野ゼミ　４年　増山雄亮	


～正論記事から考える財政破綻の原因～	


1.拓殖大学総長による正論記事①	

2012年8月9日に発行された産経新聞内の「正論記
事」から。新聞記事の概要としては・・・ 
	

①2006年に単身世帯数が標準世帯を上回って最
大の世帯類型になった。	

②単身世帯といえば、「配偶者と死別した高齢女
性」の印象だったが、現在は離婚・未婚による単身
世帯者も一般的になった。	

③単身世帯の増加を単なる「ライフスタイルの自由
化」として軽視してはいけない。 
 
以上のように、昨今の単身世帯増加について主張
している。さらに、総長へのインタビューから単身世
帯の及ぼす悪影響についての主張も聞くことが出
来た。 
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拓殖大学総長による正論記事②	
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<参考資料①>　世帯構造の変化	
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夫婦と未婚の子のみ	
 1人親と未婚の子のみ	
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（出典：厚生労働省「国民生活基礎調査」）	


2.リサーチクエスチョン	


単身世帯者の増加は財政
を悪化させるのか？	


→「亡国」を市の財政破綻として捉え、単身世
帯が市の財政状況に与える影響を実証的に分
析する。	
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3.先行研究	

・近年の単身世帯増加を取り扱った書籍として、藤森克彦の『単身急
増社会の衝撃（2010）』。今後単身世帯が増えることで、社会保障費
が増大し貧困問題などを引き起こすと主張している。 

 

・2007年に財政破綻した夕張市に焦点をあて地方財政に関する問題
を主張した書籍として、保母武彦の『夕張　破綻と再生（2007）』。 

→夕張の財政破綻の主たる要因は、市の観光業に対する経営の失
敗（経営的要因）。 
 

 
どちらの書籍も計量的な分析結果を得ていない、主観的
な結論となっている。	
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4.理論	


①渡辺利夫理論・・・ 
「単身世帯者は、財政に悪影響を及ぼす。」 
 
②藤森克彦理論・・・ 
「高齢単身世帯者は、公的サービス（病院、
介護等）の依存率が高く、社会保障費増大
に繋がる。」 
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5.仮説	

①渡辺理論から・・・ 
「単身世帯者の割合が高い市は、歳出歳入のバラ
ンスが悪く財政力指数が低いはずだ。」 
 
②藤森理論から・・・ 
「高齢単身者は公的な援助を必要とするため、高
齢単身者の割合が高い市では、財政力指数が低
いはずだ。」	
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<参考資料②>　財政力指数トップ・ワースト5　	
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順位（TO P） 自治体名（県） 値
1位 みよし市（愛知） 1.64
2位 浦安市（千葉） 1.61
3位 豊田市（愛知） 1.58
4位 武蔵野市（東京） 1.55
5位 神栖市（茨城） 1.54

順位（W O RST） 自治体名（県） 値
1位 歌志内市（北海道） 0.12
2位 対馬市（長崎） 0.19
3位 三笠市（北海道） 0.2
4位 赤平市（北海道） 0.21
5位 夕張市（北海道） 0.21

6.分析モデル	


財政力指数	


単身世帯者の割合	


分析単位：市�
分析対象：2010年�
分析手法：重回帰分析�
※カッコ内は予測�

人口	


一人辺りの平均収入 
≒一人当たりの所得割	


65歳以上の高齢単
身世帯者の割合	
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7.使用したデータの記述統計	
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8.散布図①	
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散布図②	
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散布図③	
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9.重回帰分析　結果	
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9.結果のまとめ	


1％水準で統計的に有意となったのは・・・ 
①「単身世帯者の割合」が1％上がると、「財政力指
数」は0.01ポイント上昇する。 
 
②「高齢単身者の割合」が1％上がると、「財政力指
数」は0.05ポイント減少する。 
 
③「1人当たりの所得割」が1万円上がると、「財政力
指数」は0.15ポイント上昇する。	
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結果に関する考察	


・今回の結果では、単身世帯の増加が財政悪化に直結している
とは言い切れない。しかし、参考資料にもあるように、今後さらに
単身世帯の増加及び少子高齢化がより深刻になれば、今回の
分析結果以上に「単身世帯」が財政に悪影響を及ぼす要因にな
る可能性がある。 

 

・純粋な「単身世帯」では影響力は低いが、65歳以上の「高齢単
身世帯」に限定した場合、財政に一定の悪影響を与える。 
→「単身世帯＝悪影響を及ぼす存在」にはならなかった為、単身
世帯を別の形で分類することで今回とは異なった結果を得られる
と考える。	
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